
(別紙様式 1)

平成22年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価

都 道 府 県 名 :   岐阜県
農 業 委 員 会 名 :   関市中央

I 法令事務に関する点検
1 総会等の開催及び議事録の作製
(1)総会等の開催日の周知状況 ⑫ 周知している  イ 周知していない又は周知していなかった

改善措置

(2)総会等が公開である旨の周知状況 ∈)周知している イ 周知していない又は周知していなかった

改善措置

周知していない場合、
その理由

(3)総会等の議事録の作製 C)作 製している   イ 作製していない又は作製していなかった

(4)議事録の内容 C)詳 細なものを作製している  イ 概要のみで作製している又は作製していた

改善措置

(5)議事録の閲覧  ()閲 覧に供している イ 閲覧に供していない又は供していなかつた

閲覧者の有無 有 件 ⑪

改善措置

りと答えた 業 については、件数を記入

作製までに要した期
間

lヶ月

改善措置

※ 作製までに要した 調間については、議事録の作製の手続及びそれに要した平均 日数を記入
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2事 務に関する点検
(1)農地の権利移動の許可等

(1年間の処理件数:  41件、うち許可  41件及び不許可   0件 )

2)農地転用に関する事務 (意見を付して知事への送付 )

(1年間の処理件数 :186件 )

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認

実施状況 地区担当農業委員、事務局で現地と事実関係の確認を実施。

是正措置

総会等での審議

実施状況 事務局、地区担当農業委員が説明し、審査基準に合わせて全体で審議。

是正措置

申請者等への審議結
果の通知

実施状況

申請者への結果通知を行つた件数 41件

通知した内容 :許可書の交付

申請者への結果通知を行わなかつた件数 件

通知しなかった理由 :

是正措置

審議結果等の公表

実施状況
公表はしていないが、利害関係者からの問い合わせがあった場合は本人

確認をした上で回答している。

是正措置 農業委員会ホームページにて公表する。

処理期間

実施状況 標準処理期間1申請書受理から 21日 ‖処理期間(平均)1    21日

是正措置

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認

実施状況 地区担当農業委員、事務局で現地と事実関係の確認を実施。

是正措置

総会等での審議

実施状況 事務局、地区担当農業委員が説明し、許可基準に合わせて全体で審議。

是正措置

審議結果等の公表

実施状況
公表はしていないが、利害関係者から問い合わせがあった場合は、本人

確認した上で回答している。

是正措置 農業委員会ホームページにて公表する。

処理期間

実施状況 標準処理期間1申請書受理から 21日‖処理期間(平均)1    21日

是正措置
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(3)遊休農地に対する指導等

点検項目 実施状況

管内の要活用農地の面積及び筆
数

面積 21.8ha 筆数  151筆

要活用農地への指導の件数及び
改善状況

指導件数  94件 指導面積 21.8ha 指導対象者 94人

改善状況
文書を送付し、農地の考え方を聞き取りした。

指導を行わなかった要活用農地の
面積及び筆数並びにその理由

面積  Oha 筆数 0筆 対象者 0人

理 由

要活用農地のうち遊休農地の指導
の開始に際し定めた、市町村長に
対し特定遊休農地である旨の通知
を行う期日が到来しているものの面
積及び筆数並びに市町村長に対
する要請の状況

面積  Oha 筆数 0筆 対象者 0人

要請の状況
(要請してい

ないものがあ
る場合はその

理由)

(4)農業生産法人からの報告への対応

農業生産法人からの報告について

管内の農業生産法人数

うち報告書提出農業生産法人数

うち報告書の督促を行つた農業生産法人数

うち督促後に報告書を提出した農業生産法人数

うち報告書を提出しなかつた農業生産法人

提出しなかった理由

対応方針

農業生産法人の状況について

農業生産法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農業生産法人数
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(5)地域の農業者等からの意見等

農地の権利移動の許可等 なし

農地転用に関する事務 なし

遊休農地に対する指導等 なし

農業生産法人からの報告への対応 なし

その他法令事務に関するもの なし

※ 地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入
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Ⅱ 促進等事務に関する評価

1認定農業者等担い手の育成及び確保
(1)現状、課題及び平成23年度までの目標

現 状

農家数 1,994戸 認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

うち主業農家 71戸
53経営 0法人 0団体

農業生産法人数 4法人

課 題

農家の規模は零細で経営基盤も脆弱であり、第二種兼業農家と自給的農家中
心の農業形態となっている。土地基盤整備を実施した地域にあつては経営規模
拡大を目指す農家が増加し、農地の集積を進めつつあるが、地域によつては担
い手不足が深刻化しているところがあり、今後担い手を育成していく必要があ
る。

平成23年度までの目標
認定農業者   1  特定農業法人 特定農業団体

56経営 0法人 0団体

2)平成22 の 目

認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

目  標 ① 1経営 0法人 0団体

実   績 ② 0経営 0法人 0団体

達 成 率 ①/② 0% 0% 0%

累 計 53経営 0法人 0団体

※ 累計は、(1)の現状の認定農業者等の数と実 の数 の

(3)(2)の 目標の達成に向けた活動

認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

活動計画

・認定農業者候補者リスト
を作成する。
・認定農業者候補者の個
別訪間を行う。

活動実績

・認定晨業者候補利 スト

を作成することができず、
認定農業者候補者の個別

訪問を実施するまでにい

たらなかったぃ
4)評 価の

認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

目標に対する評価の案
実情に適した目標であつ
た。

活動に対する評価の案
認定農業者候補者の掘り
起こしをする活動がもつと
必要であつた。
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(5)地域の農業者等からの意見等

目標の評価案に
対する意見等

なし

活動の評価案に
対する意見等

なし

※ 地域の農業者等から寄せられた主な音見等について、同内容の1、のは集約して記入

(6)地域の農業者等からの意見等を踏まえた評価の決定

認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

目標に対する評価 実情に適した目標であつ大

活動に対する評価
認定農業者候補者の掘り

起こしをする活動がもっと
必要であつた。
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2担 い手への農地の利用集積
(1)現状、課題及び平成23年度までの目標

現 状

管内の農地面積 これまでの集積面積 集積率

2,048ha 114ha 5.56%

課 題

農地流動化を推進する制度の整備により平坦部地域においては担い手が連担
で効率的な生産が行われ、利用集積は進みつつある。しかし中山間地域にお
いては小規模農家の集団が多く、担い手への集積が進まない。

平成23年度までの目標
これまでの集積面積 目標 合  計

114ha 464ha 578ha

(2)平成22年度の目標及び実績

は、(1)のこれまでの集積面

131.8ha

(3)(2)の 目標の達成に向けた活動

活動計画

・昨年 (富野地域で)実施した農家調査により洗い出した利用権設定や作業受
委託契約がなされていない農地について、設定や契約の指導を行う。
・土地利用型農業の担い手に利用集積を推進、指導を行う。

活動実績

。昨年 (富野地域で)実施した農家調査により洗い出した利用権設定や作業受
委託契約がなされていない農地について、設定や契約の指導を行つた。
・土地利用型農業の担い手に利用集積を推進、指導を行つた。

(4)評価の案

目標に対する評価の案 目標として妥当である。

活動に対する評価の案
昨年 (富野地域で)実施した農家調査が、指導の基礎資料として利用することが
できた。
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(5)地域の農業者等からの意見等

目標の評価案に

対する意見等
なし

活動の評価案に

対する意見等
なし

※ 地域の患業者等から寄せられたキな音 甲,等について、同内容の1、のは隼約 1ノて記 入′モ熟

(6)地域の農業者等からの意見等を踏まえた評価の決定

目標に対する評価 目標として妥当である。

活動に対する評価
昨年 (富野地域で)実施した農家調査が、指導の基礎資料として利用することが
できた。
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3耕 作放棄地の解消
(1)現状、課題及び平成23年度までの目標

現 状

管内の農地面積 耕作放棄地の面積 耕作放棄地率

2,048ha 21.8ha 1.06%

課 題

平坦地域に比べ、生産性の低い農地が多い中山間地域では、農業従事者の

高齢化、鳥獣害による耕作意欲の低下、不在地主等さまざまな要因により耕作
放棄地が増えつつある。今後もこの数字は増加傾向にあるため、これに歯止め
をかける対策が必要である。

平成23年度までの目標
これまでの解消面積 目標 〈

口 計

Oha 21.8ha 21.8ha

(2)平成22年度の目標及び実績

累計は、(1)のこれまでの解消面

(3)(2)の 目標の達成に向けた活動

活動計画

耕作放棄地解消事業の周知を図る。
耕作放棄地発生の原因の1つである鳥獣害対策について検討する。
毎月農地パトロールを実施し、耕作放棄地の実態を調査する。
耕作放棄地所有者へ適正管理の指導を行う。

活動実績

・農地パトロールを実施し、耕作放棄地の面積の再集計を行つた。
・集落営農組織の増加を図るため、座談会等で集落営農設立の説明を行った。

(4)評価の案

目標に対する評価の案 努力目標としては適当であった。

活動に対する評価の案
農地パトロールを実施したことにより、耕作放棄地の面積を再集計でき、次年度
からの活動の基礎資料となった。
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(5)地域の農業者等からの意見等

目標の評価案に
対する意見等

なし

活動の評価案に
対する意見等

なし

※ 地域の農業者等カら寄せられた主な意見等について、同内容の1)のは集約して記入

(6)地域の農業者等からの意見等を踏まえた評価の決定

目標に対する評価結果 努力目標としては適当であつた。

活動に対する評価結果
農地パトロールを実施したことにより、耕作放棄地の面積を再集計でき、次年度
からの活動の基礎資料となった。
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4違反転用への適正な対応

(1)違反転用の状況

違反転用の状況 件数 3件 面積  0.7ha 主な用途 資材置場等

(2)平成22年度の目標及び実績

目 標 違反転用を発生させない。

実 績

・違反転用を発生させないよう、担当地区を重点的にパトロールした。
。対応が遅れることのないよう、違反転用発生の際の体制を整備した。

(4)評価の案

日標に対する評価の案 法律を遵守させる適切な目標であつた。

活動に対する評価の案 適切な活動であつた。

(5)地域の農業者等からの意見等

目標の評価案に
対する意見等

なし

活動の評価案に
対する意見等

なし

※ lllJ域の農 ,ら たキな責甲,等について、同 の1、のは 約して記 入,日

(6)地域の農業者等からの意見等を踏まえた評価の決定

目標に対する評価結果 法律を遵守させる適正な目標であった。

活動に対する評価結果 適切な活動であつた。

(3)(2)の 目標の達成に向けた活動

活動計画

。違反転用を発生させないよう、担当地区を重点的にパトロールする。
・対応が遅れることのないよう、違反転用発生の際の体制を整備する。
・農地転用制度の周知徹底を図る。

活動実績

・違反転用を発生させないよう、担当地区を重点的にパトロールした(随時)。
・対応が遅れることのないよう、違反転用発生の際の体制を整備した。
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5 j姜坦ン トヾロ……ル

(2)評価の案

活動に対する評価の案
農業委員が農地パトロールを実施し、遊休農地の確認、適正管理の指導が行え
たため、適切な活動であつた。

から寄せられた主な について、 の は 約して記入

(4)地域の農業者等からの意見等を踏まえた評価の決定

活動に対する評価結果
農業委員が農地パトロールを実施し、遊休農地の確認、適正管理の指導が行え
たため、適切な活動であった。

(1)平成22年度の活動計画及び活動実績

活動計画
(実施時期、体制、
実施回数等 )

。担当地区を重点的にパトロールを実施する。
・全農業委員による管内の全農地のパトロールを実施する。

活動実績
農業委員は担当地区を重′点的にパトロールし、農地の現地確認を行い、適正管
理の指導を行つた。

(3)地域の農業者等からの意見等

活動の評価案に
対する意見等
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6農地情報の整備と共有化

(1)平成22年度の活動計画及び活動実績

域の農業 〓思

農地基本台帳の情報の更新に関
する活動計画

随時、農地の権利移動や転用等の状況についての情報を更新する。

農地基本台帳の情報の更新に関
する活動実績

随時、農地の権利移動や転用等の状況についての情報を更新した。

共有化に関する活動計画
個人情報の保護を念頭に置き、有効利用の方法について関係機関と検討
する。

共有化に関する活動実績
個人情報の保護に配慮しつつ、農地情報の有効利用方法について関係
機関と検討した。

(2)評価の案

農地基本台帳の情報
の更新に関する活動
に対する評価の案

随時更新作業を行うことにより、農地の有効利用等が図られた。

共有化に関する活動
に対する評価の案

農地情報の有効利用方法については、個人情報保護の観点からさらなる関係
機関との検討が必要である。

(3) の農業者等からの

農地基本台帳の情報
の更新に関する活動の

評価案に対する意見
なし

共有化に関する活動の

評価案に対する意見
なし

※ lllJ域の島業者等カら ら 十な煮 甲,等について、同内容の1ぅのは集約して記入

(4)地域の農業者等からの意見等を踏まえた評価の決定

農地基本台帳の情報
の更新に関する活動
に対する評価結果

随時更新作業を行うことにより、農地の有効利用等が図られた。

共有化に関する活動
に対する評価結果

農地情報の有効利用方法については、個人情報保護の観点からさらなる関係
機関との検討が必要である。
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